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LHDとは何か，そしてその先は
LHD, for What, and What beyond
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（原稿受付：2025年 7 月15日）

1 ．岐路に立つNIFSと共同研究者
核融合科学研究所と共同研究者は岐路に立っている．

LHD（Large Helical Device，大型ヘリカル装置）のプラ
ズマ実験は，「学術研究の大型プロジェクト・大規模学術
フロンティア促進事業」（以下，フロンティア事業と略記）
としては終了し（2022），学術研究基盤事業として 3 年間
予算措置されている．2025年度までは実験が行われるが
それで終了する．

では，その後どうするのか？
これからどうすればいいのかと言う問への一つの答は

「歴史に学ぶ」である．
LHDの計画が設定されたのは1980年台前半であり，す

でに40年も昔のことである．しかし，未来の研究を構想
すること，殊に，問題設定を追体験するということであれ
ば有意義になる．そしてLHD実験の終了を呼んだものが
何であったかを追体験することもまた，未来を考える上で
有意義である．

本稿注）では，LHD計画発足における問題設定と，装置
具体化のための仮説が何であったのか，そしてそれらがど
のような実りを生んだかを考える．それは成功体験であ
る．と同時に，フロンティア事業から外れてしまったこと
も考える．これらを追体験することで，現在議論されてい
る新計画構想の取り組みへの知恵が生まれるだろう．学術
研究としての核融合科学や関連するプラズマ物理学・プラ
ズマ科学のための未来を考えるきっかけが生まれるだろ
う．そのことが本稿の目的である．

2 ．LHDの歴史は何を教えるか
日本における核融合研究の取り組みは，その発祥以来，

開発研究と学術研究を並行して行うという方針のもとに推
進されてきた．

1980年代前半には，開発研究はJT-60の製作に結実し，
核融合臨界条件に相当するようなプラズマがJT-60で実現
されると考えられていた．その時代に，大学等における学
術的研究を推進するためLHD計画が認められた．建設さ

れるLHD装置は，主半径でみれば三大トカマク（TFTR, 
JET, JT-60）を超えるサイズであり世界最大規模の実験
装置である．そのような極限的実験環境を研究者が手に入
れられたことは，学術研究と言う価値観に立てば大きな成
功体験であり，かく自覚すべき事柄である．

本章では，まず成功体験としてのLHDの歴史を2．1節
で振り返る．そこに優れた科学研究が生まれたことを描
く．次に，2．2節では，LHDの終了に至る上での学術研究
の立場からの歴史を描く．
2．1　LHD計画における成功体験

LHDは何のためのものであったかというところに立ち
返って，LHD計画の歴史を俯瞰する．学術的な研究の推
進という価値観から考えて，その選択の原理，設計の方法，
生み出された研究潮流ということを評価して，LHD計画
の成功体験を順次説明する．
2．1．1　�大学の次期大型装置選択―日本の核融合研究の状

況に照らして
1980年代前半には，JT-60の製作と展望に並行して，大

学等ではトカマクだけではなく多岐路線というキーワード
でalternative approachという名の下，多くのトカマク以
外の方式の研究が進められていた．当時の考え方では，多
岐路線という以上はいずれもが将来トカマクにとって代わ
るものであると説明され，また，リーダーの研究者たちは
別方式と比べた自らの優越性を主張することに精力を注い
でいた．

大学での核融合研究で更なる発展をもたらすために，こ
の研究が実験科学であることを考え，どのようなプラズマ
を作り出し実験研究すべきか問われていた．閉じ込め方式
の選択が問われていたと思っていた人も多いだろう．しか
し，問われていたことの中核は，核融合科学に関わる学術
的新基軸のための方法論であった（どれがトカマクに代わ
るかという思考方式は開発研究の上での選別論理であっ
て，その次元で考えていては隘路に入ってしまう）．
2．1．1．1　選択の結論

文部省学術審議会核融合部会（部会長：早川幸男）では，
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とすると，学問的普遍化という目的を装置設計に結びつけ
るにはどうするかと言う，新しい問題が設定される．それ
について，仮説を通じて目的を生かした設計案を構成する
と言う考えが示された［3］．図 1に概念図を示す．

2．1．1．1項に述べた二つの目的から，この図の右側に書
いたような価値観が受け入れられる．それらは（ある仮
説によって）装置の条件との関係性を明示できる．した
がって，仮説を適切に選べば，目的にそった装置の設計基
準が構成できると言う論理である．この手続きから，ヘリ
オトロン型の配位を選ぶとするなら，“deeper magnetic 
well, low aspect ratio, moderate rotational transform, 
moderate magnetic shear, ……（l＝2，低いm）”という
設計基準が導き出せる．

現実的に装置を設計するときには設計チームが仮説の精
度を高め詳細な検討を行った．設計チームの活動の詳細
は，文献［4］およびそこに引用された報告に紹介されてい
る（文献［4］では核融合科学研究所の新たな設立も述べら
れているが，シミュレーション研究の中核機能を含むよう
になるその経緯が最近紹介されている［5］）．装置の設計パ
ラメータを選択するためには，予算や工学的な拘束条件の
下，目的に即した最適化の仮説を採用する．普遍的な理解
を求めるという観点からは，異常輸送に関する描像が重要
になる．Heliotron Eで採用されてきた“high magnetic 
shear, high rotational transform”に準拠するというより
は，上記の選択に置き変わった．その結果ヘリカルコイル
のトロイダル方向ピッチ数mを低くすることが追求され
た［4，6，7］．LHD装置はm＝10を選ぶことになった．さ
らに先鋭的なm＝8の場合を小型な先駆装置で確認する
という考え方から，CHS装置（compact helical system）
が名古屋大学で建設された［8］．より挑戦的なピッチ数

（m＝8）でも閉じ込め磁場ができることは理論的には予
測されたことであったにしろ，実際にプラズマが作られた
という実績は，LHDの製作を進める上で重要な働きをし
た．
図 1に仮説と書いたが，その仮説選択が変われば，装置

設計の基準も変わる．「最適化」というものの見方を明確
に位置付けたのは，マックスプランク・プラズマ物理学研
究所であろう．そこでは，トロイダル反磁性電流（Pfirsch-
Schlüter（PS）電流）が非軸対称トーラスの磁気面破壊
に結びつくことを重視し，PS電流の最小化さらにはその
もとになる測地線曲率の最小化を基準とする仮説を選んで
いる［8］．その仮説に導かれ，W7-AS，W7-Xという実験

大学における核融合研究の次のステップとしてどのような
研究方式を選ぶべきか，専門家による作業部会（主査：宅
間宏）を作りアセスメントを行った．筆者も参加した審議
の状況と結論は［1］に報告されている．結論は：

次期大型装置としてHS系を選び，
◦�トカマクを含む環状系の諸問題を解決するための研

究を行う．
◦�外部導体系の持つ炉工学的な長所を利用して定常運

転炉を実現する可能性を探ることも，重要な研究課
題となることは言うまでもない．

となっている．
ここで指摘したいことは，「トカマクを含む環状系の諸

問題を解決するための研究」という問題設定を第一に掲げ
ていることである．従来，異なる方式と見做し違いが強調
されていたプラズマ群に対して，それらを包含する普遍的
な理解を探求する目的を明確にしたことである．学術研
究であるならば，普遍的な性質を見出そうとする努力が
第一義である．すなわち，ヘリカル型磁場閉じ込め方式
を大学の次期装置として選ぶということは，alternative 
approachesの中から「あれか，これか」一つの方式を選
択したということではなく，方式の差異を超えた普遍性を
めざすという新しい学問的な方法論を提示するということ
であった．
2．1．1．2　選択における問題設定

上記作業部会の結論に至る過程での思索の一端を紹介し
ておく．
「幾つもの方式のうちどれがベストか」という問いを，

various approachesの中での選択という次元でのみ考え
ていては，実りがない．選択の判断のガイドラインには，
10年先の研究の豊かさというものが置かれていた．どの
方式が10年先にどうなるかという議論自体，well-defined 
problemになっていない．「どのように判断するのか」と
いう判断の方法論が問われていた．
2．1．1．3　普遍化の考え方

記憶によれば，「トーラスプラズマの総合的理解」とい
う研究テーマで目的を設定することを思いついたのは，上
記作業部会に参加して，データを眺めたことがきっかけで
ある．異常輸送の実験研究はヘリカル系では端緒についた
ところであって，ジュール加熱プラズマのエネルギー閉じ
込め時間τE がトロイダル電流に伴うドリフトパラメータ
ξ（ξ＝J/nevthe，J：トロイダル電流の密度，ne：電子密度，
vthe：電子熱速度）に反比例するという現象論的知見が得
られていた［2］．だから無電流がいいという議論のみをし
ていては話が収束しない．トカマクではτE が加熱入力P
の平方根に反比例するいわゆるL-modeスケーリングが現
象論として知られていた．τEがξに反比例するという関係
式がL-modeスケーリングに類似な依存性に変形できるこ
とに気づいたので，両者を包含する普遍的な研究が展開で
きるだろうとの問題意識を得た．作業部会の諸氏にその論
理を納得していただけたのだと思う．
2．1．2　LHDの設計（目的を設計に生かす仮説）

研究目的に「トーラスプラズマの総合的理解」を選んだ 図1　研究目的を装置設計に結びつける論理と仮説の選択．
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ある．LHD実験の結論は，トカマクとは異なり，エネル
ギー閉じ込め時間が水素原子核の質量数にきわめて弱い依
存性しか持たないというものであった．水素同位体効果の
形状依存性が高温プラズマの非平衡性を特徴づけるものだ
ということが分かったという意味で，トーラスプラズマの
総合的理解に資するものである．磁場トポロジーの効果に
ついても先駆的な研究がなされ［16］，トカマクでの実験研
究を先導している．

突発現象に関する研究についても触れておく．LHDで
周辺部の圧力勾配の高いところで高エネルギー粒子が突発
的に逃げ出す現象が見出された．ここで突発的に発生す
る電磁場の変動を仔細に解析し，プラズマの一部に局在

“tongue”形の変形が発生することが見出された［17］．従
来の標準的な考え方では不安定になる「モード」が原因と
され，不安定になるモードの研究が行われてきた．長い研
究史にもかかわらず突発現象の機序は解明されていない．
この実験的発見は，非モード形のプラズマ変形を探査する
必要性を明確にしたもので，高温プラズマの今後の研究動
向に与える影響が大きい．

以上の例は「トーラスプラズマの総合的理解」の典型例
としても一部にとどまる．研究全貌としてはLHD特集号

［18］に掲載されている報告やそこに挙げられている総説等
を見ていただきたい．
2．1．3．3　核融合開発への大きなインパクト

これらの学術的研究は，核融合の開発研究にも大きな寄
与をもたらしている．帯状流の例を取り上げてみよう．国
際熱核融合実験炉（ITER）は，当初L-モードプラズマを
運転状態として想定し，プラズマ電流およそ30 MA程度
のものが想定された．建設費の困難が大きかった．H-モー
ドを運転状態として想定し装置を小型化する改訂案が提
示され，概念設計が行われていた．しかし“Turbulence 
May Sink Titanic Reactor”［19］という危惧が示され，設
計案の信頼性が揺らいだ．この危惧に対しては，帯状流の
効果を考えれば解決されるだろうとの分析が示された．帯
状流の有無はトカマクの実験炉という主路線の意思決定の
鍵を握る試金石となっていた．CHSによる帯状流の実験
的発見は，開発研究の重点的課題について，肯定的な解決
を与えている．まさにLHDの選択で目的として掲げた「ト
カマクを含む環状系の諸問題を解決するための研究」が行
われた実例である．
2．1．4　“LHD, for What”のまとめ

何のために始められたのか，というところに立ち返って
LHD計画の歴史を俯瞰した．学術的な研究の推進という
価値観から考えて，その選択の原理，設計の方法，生み出
された研究潮流ということを評価すれば，LHD計画を成
功体験として捉えることができる．すなわち，
（1）�LHDの選択が，「多岐路線」という枠組に替わる学

問的普遍化を目的にしたこと；
（2）�LHD装置の設計が，研究目的に基づいた仮説に依っ

たこと；
（3）�LHD計画が研究潮流を導いたこと ;

である．そして，

装置を作っている．この仮説は，測地線曲率が乱流輸送を
増加させる可能性があることとも組み合わされ，現在に続
く仮説になっている．

なお，プラズマの磁気軸を平面上に拘束するのではなく
立体的に変動する自由度を持たせれば，更なる「トーラス
プラズマの総合的理解」における普遍化が可能になること
は，前述の作業部会でも認識されていた．早川部会長はそ
の可能性を重視したが，普遍化に繋がるのはどのような自
由度であるのかその時点では明確ではなかったので，詳細
を追求することにならなかった．
2．1．3　LHDの研究（生み出された研究潮流）
「トーラスプラズマの総合的理解」は一つの装置によっ

て果たされるものではなく，複数の装置によって俯瞰的に
考察されることを必要としている．普遍的な理解を求める
研究潮流が作られた．

LHD計画とともに発展した研究について，トーラスプ
ラズマの閉じ込め物理という領域での研究潮流の例をス
ケッチしてみよう．
2．1．3．1　物理的描像の転回

1990年代は，プラズマの異常輸送の問題を，「線形・局
所的・決定論的」モデルから「非線形・非局所・確率論
的」描像へと転換する時代だった．それまでは，いわゆる
Kadomtsev 公式（輸送係数をD～γk－2 と表現する）［9］
に線形不安定性の成長率や波数を代入し，局所的プラズマ
パラメータで表現するという思考パターンが主流であっ
た．しかし，それではH-モード遷移［10］やL-モード状態
に関する現実をうまく理解できないこともよく知られてい
た．1990年代には，揺動の非線形励起やメゾ・マクロの
揺動，遷移を含むダイナミクスなどが定式化されるように
なった．その嚆矢は，例えばH-モードの電場分岐モデル

［11］であり，乱流から帯状流が生まれることをシミュレー
ションで実証したこと［12］である．大域的な径電場という
ものはその頃までトカマクでは重視されなかった物理量で
あるが，これらの研究を嚆矢としてミクロな乱流揺動が巨
視的またはメゾスケールの電場構造と結合する過程に着目
することで，「非線形・非局所・確率論的」描像への転換
が加速された［13］．このことに象徴されるように，LHD
計画の発足は，ある炉形式を探究することではなく新しい
研究方法の提示だったと捉えることができる．
2．1．3．2　生み出された学問的成果の例

LHDの選択が核融合科学にもたらした研究潮流は，実
験科学としても大きな寄与を持っている．ごく一部ではあ
るが例を挙げて説明する．

第一に挙げられるものは帯状流の実験的発見［14］であろ
う．上に述べたように，線形・局所的な乱流輸送の描像か
ら脱却し，非線形励起された非局所的（メゾスケール）揺
動の本質的な役割を明示した．ここを源流として多スケー
ル乱流の考え方が実験でも一般的になっていく．帯状磁場
の発見も特筆すべきであろう．

閉じ込め時間の水素同位体効果の研究は，2．2節に述べ
るように広い学術界からも注目を集めたものであるが，そ
れに対して明確な結論が得られた［15］ことも大きな成果で
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ジェクト作業部会の審議に基づく．LHDにおける「高性
能核融合プラズマの定常実証研究」の研究（2014年度開始）
提案に対し，同作業部会は2012年度のロードマップ改訂
に際してその推進を是としつつ，「本計画の推進に当たっ
ては，以下の取り組みが必要である」という留意事項を述
べている［22］．すなわち，

◦�2022年と予想されている原型炉の形式の選択を視野
に置き，仮にトカマク方式に確定した場合のLHDの
役割について，巨額化する経費，核融合実現への寄
与とその有効性，期待される科学的成果の重要性な
どに鑑みて，研究者コミュニティにおいて現時点か
らの真摯な検討が望まれる．

◦�本計画については，環状プラズマの総合的理解の推進
を重視すべきであり，それが我が国の学術的地位を向
上させることにつながる．特に，本計画によって，理
論的に解明できていないアイソトープ効果等の研究を
推進し，物理理解の新たな展開を促し，学術的な価値
を高めることが必要である．

一つの方式が核融合炉につながるか否かという（開発研究
風の）問題意識のみでは，この大型プロジェクトは支持さ
れ続けえないことを指摘している．最初の文章はわかりに
くいという人がいるかもしれないが，当時の世界の趨勢

（ITERの建設等）を考えれば10年後の2022年のロードマッ
プ更新の時点ではどのようになるか想像できるからその事
態に耐える学術研究にしないとだめだ，と言っている．そ
れにはどうするか，という点について 2 番目の文章が書か
れている．LHDの fundingの是非を論じる学術界の代表
からは，環状プラズマの総合的理解の推進というテーマの
価値こそが認められているのである．

こうした広い学術界の意見はその後の進捗評価等におい
ても通奏低音として繰り返し述べられている．しかしなが
ら，この審議結果を目にしながら，学術界の見方に無関心
であった．
2．2．4　その結果

計画の2023年度以降への更新提案の是非が議論された．
その結果，2022年度をもってLHD実験はフロンティア事
業から外されることになった．そこでの審議は非公開であ
る．しかし継続的な学術界からのメッセージを読み解け
ば，学問的目的の不明瞭化，広い学術世界からの見方に対
する無関心，この二つが大きな原因であったことは疑いが
ないだろう．

読者諸氏ご自身の一考を望む．

3 ．�LHDから核融合科学研究やプラズマ物理学の
今後へ

LHD計画の歴史の中で，LHD計画の成功体験（2．1節）
と，その蹉跌（2．2節）と，双方を顧みることで，今後の
核融合科学や関連するプラズマ物理学に関する学術研究

（実験研究）の未来について活かせることに触れることに
しよう．
3．1　学問重視への回帰
「岐路に立つ核融合科学研究所と研究者」は，岐路をど

（4）�研究者たちは，学術的な価値ある成果を生み出して
きた．そしてそれらは核融合開発研究の難問を解決
するインパクトも持っていた．

2．2　LHDの終了から学ぶこと
2．2．1フロンティア事業の終了

2．1節に説明したように，LHD計画は，核融合科学や関
連するプラズマ理工学という面から考えて大きな成果を挙
げた．読者の中には，素晴らしい成果があるのなら，なぜ
フロンティア事業から外されたのだろうか？と，疑問に思
う方もおられよう．しかも，フロンティア事業の中で，外
れたのは 1 つだけであった．

これを問うことは，LHD計画の歴史から学ぶ上で，そ
してまたLHD装置の先の研究計画を作り上げていく上
で，重要な問題意識になる．
2．2．2　その理由:普遍性探究の理念から見て

LHDの終了についてはさまざまな理由を考える人がい
るだろう．「文部科学省　学術分科会研究環境基盤部会　
学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会」（以下，
大型プロジェクト作業部会と略記）での，一過性の行き違
いに過ぎないという人もいるかもしれない．しかし，原因
は一過性のものではなく，学術研究推進にまつわる基本的
なものであったと考えられる．実際，ロードマップ改定の
作業に先立ち，日本学術会議は「第24期学術の大型研究
計画に関するマスタープラン（マスタープラン2020）」を
発表している［20］．そのなかでも，LHDを用いる研究「定
常高温核融合プラズマを実現する粒子・エネルギー循環の
学理」は，重点大型研究計画一覧（全31件）の中に選ば
れてはいない．ロードマップ改訂での大型プロジェクト作
業部会との一時的問題ではなかった．

学術研究推進という価値観に立つと，私見では，LHD
計画の運営での重点と本来の目的との間の齟齬が最大の原
因であった．前節で説明したように，LHD計画の選択に
おいては，普遍的な知見（トーラスプラズマの総合的理解）
を探求するという目的があり，それに合わせて「外部導体
系の持つ炉工学的な長所を利用して定常運転炉を実現する
可能性を探ることも，重要な研究課題となることは言うま
でもない」というテーマが示された．この二つのテーマが
共存する．しかし，2010年代には普遍性探究の意識が薄
れヘリカル炉開発への傾斜が著しくなった．そのことは，
LHD計画の学術的価値を不明瞭にした．（この傾斜に関す
る組織の問題は，Fusion Science Seminarでの佐藤講演

［21］で詳細に説明されている．）
2．2．3　�問題の岐路：大型プロジェクト作業部会の見解

（2013）から見て
研究に携わる個々人に，目的と手段について幅があるの

は当然であるが，一方，この研究をバックアップしてくれ
た広い学術界の意見は明確であった．普遍性の探究が二の
次になったかのような状況について，学術界からは主客転
倒していると受け取られていたことには，エビデンスがあ
る．

近年，LHD実験は，フロンティア事業として予算措置
されてきた．fundingの是非についての判断は，大型プロ
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3．3　新ロードマップ
核融合科学に関わる学術の大型研究提案が，新ロード

マップへ掲載された（2023）［25］．そのテーマは，『超高温
プラズマの「ミクロ集団現象」と核融合科学』
となっている．読者の皆さんには，一度は自分の目でこの
提案書の中身を読んでいただきたい．

読むと，幾つかのことに気づくと思う．
まず，第一に研究目的である．対象が「超高温プラズマ

の」となっており，前の「トーラスプラズマ」と比べると，
より広い対象を覆うさらに普遍的な学理を探求する姿勢が
強まっている．また，テーマは「ミクロ集団現象」となっ
ている．

また，こうした学問的な広がり重視を反映し，実施機関
がNIFSとなっている（大学共同利用機関としての責務）
ことに加えて，連携機関が，九州大学（極限プラズマ研究
連携センター），大阪大学（レーザー科学研究所），東京大
学（大学院新領域創成科学研究科），中部大学（ミュオン
理工学研究センター），量子科学技術研究開発機構（量子
エネルギー部門）となって提案されているのも，従来の
LHD計画の運営とは異なっている．

そして，この提案の基盤として，「日本学術会議プラズ
マサイエンス小委員会の審議［26］に基づき，現在NIFSで
実施中の「超高温プラズマ学術研究基盤（LHD）計画」
やロードマップに掲載された「非平衡極限プラズマ連携」
等から統合的に研究を発展させる」と説明することにより，
学問的な基盤を示している．
3．4　LHDの歴史から学んだ方法論

計画は提案した．しかし，計画書を提案すれば実験装置
が自動的に実現するという仕組みにはなっていない．具体
的にどうするか？
「どうすれば実現するか」という問いに万能な答えなど，

もちろんない．十分条件は多分誰にもわからないが，必要
条件，自分の研究ビジョンを実現するためにはせめてこの
ようなことは考えねば，ということがあるだろう．

計画の説得力が問題である．ここで説得力というのは，
「言い方，表現法」というレベルのことではなく，「中身」
の問題である．

◦どのような具体的計画なら説得力があるのか？
◦どのように装置設計すれば説得力が出るか？
◦説得する相手は誰か？

という問いについて考え，そこにLHDの歴史から学ぶこ
とを応用してみよう．
3．4．1　成功体験から:思考の枠組み

LHD計画の成功の秘訣がどこにあったかということを
2 章の説明からまとめてみると，核融合科学の大型実験計
画を構想することにあたって，適切な思考の枠組みがある
ことが分かる．すなわち

（a）	学問的な研究目的の明瞭化；
（b）	�研究目的を具体的な装置設計に結びつける仮説の明瞭

化；
（c）	� それによって生み出される俯瞰的な研究動向へのビ

ジョン；

ちらへ向かうのか？
核融合科学研究所では，2021年度〜2024年度の間に吉

田所長の下，大規模な研究上の価値観の転換と組織改革が
行われた．選ばれた道は，普遍性を探究する学問重視への
回帰と言って良いだろう．このことはまた，LHD計画が
選ばれ核融合科学研究所が設置されたことへの原点回帰で
もある．その考え方に立って，LHD実験終了後既存の実
験データをもとに研究することは当然として，新規の大型
実験研究計画を進めることについて私見を述べる．（研究
者が直面する「エトス」の岐路については［23］に述べられ
ており，そちらを参考にされたい．）

LHD実験が2023年度から2025年度まで 3 年間実施され
たのは「学術研究基盤事業」という名分の下である．予算
執行上の具体的道筋はフロンティア事業とは異なっても，
科学的価値の認定は大型プロジェクト作業部会で行われた
ことから，判断の基本的価値観は共通であろう．すなわち，

「学術研究基盤事業」としての未来を描くなら，その実現
には，大きな学問的意義と広い学術界からの共感を必要と
する，ということである．
3．2　学問的準備

LHD実験がロードマップから外されたとして，直ちに
それに替わる学問重視の計画が提案できるものではない．
また，替わりを突然提案したとしても，学問的意義に関し
て広い学術界からすぐに共感や支持を得られるものではな
い．相当な準備が必要である．

必要な準備が実際に行われていた．上記の2010年ごろ
以来の構造的問題を認識していた研究者たちは，LHDの
フロンティア事業が2022年ごろ終了することをありうる
事態と考え，その先をどのようにするか，学問の未来を考
えていた．

日本学術会議の活動としては，例えば
（1）�2010年ごろの「プラズマサイエンス核融合」の未来

像
（2）�プラズマサイエンス小委員会のアセスメント（2021～

2023）
などで科学的な問題設定と将来展望を取りまとめている．

ロードマップへ向けた活動としては，2000年台半ば以
降，独創的な基盤的研究の中からアイデアが育ち，大型の
競争的資金により研究の焦点が整ってきた．それらの動向
をもとに，

（3）�「非平衡極限プラズマ連携研究ネットワーク」が九州
大学（プラズマ乱流研究セ）や阪大（光科学セ）を
中心に多くの大学から合同で提案され，2010，2011，
2014のロードマップに掲載されている［24］．

学術会議の活動として認められていること（1），（2）や，
ロードマップに掲載されているということ（3）は，学問的
意義に関して広い学術界から共感や支持を得ていることの
証左である．

これらの活動は，フロンティア事業LHDの先のロード
マップ構想を作る上で生きるとともに，広い学術界から価
値を遅滞なく認めてもらう上での礎になっている．
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示す指標も選びそれも活用して設計基準を判断すべきだろ
う．そのようなパラメータがあるのか，真摯に考察する必
要がある．全くの一例であるが，乱流揺動を考える上で，
minimum available energyをいうモデル［27］があり，独
自の評価量を導入する努力の一例である．このモデルが答
えだというつもりは毛頭ないが，新たな問題設定に対応す
る仮説を選ぶ，という文脈の思考の例としてここで触れ
た．
3．4．2．3　Post-LHD計画で生まれる研究ビジョン

3．4．1項に挙げた（c）生み出される俯瞰的な研究動向へ
のビジョンもまた，計画策定において考察されるべきであ
ろう．Post-LHD計画で起きる学問的転回は何か？この問
いに答えるべく，計画を構築していただきたいと思う．

学問的転回の第一は，超高温プラズマのミクロ集団現象
研究の実現，すなわち，位相空間に実験領域を拡大すると
いうことである．それは，極めて挑戦的な研究提案であり
価値がある．ミクロ集団現象研究に迫ろうという意識で研
究を構築していけば，新しい研究潮流が生まれる可能性は
大きい．

並行して，新しい問題の定式化の重要性を強調してお
く．いくつかの重要な問題について位相空間構造の実験結
果を生み出すことがhighly-plausibleな計画であるとして
も，すべての現象に位相空間からの解明をもたらすことは
10年ではできないだろうし求められてもいない．実空間
の現象把握であったとしても，それが今まで研究されてい
ない新たな問題の発見であることが重要である．そのこと
もまた，新しい研究潮流を生み出すことにつながる．
3．4．3　Post-LHD計画としての奥行きを

3．3節に述べた通り，今回の新ロードマップは超高温プ
ラズマを対象にしており，研究目的がトーラスプラズマに
閉じていない．非平衡性の強いプラズマに広く当てはまる
ような，さらなる普遍性を追求する研究を展開する必要が
ある．今までを超えた高度な普遍性を探究するという意欲
を通じて，新ロードマップの価値が認められている．トー
ラスプラズマに閉じない研究と通有する研究を行うとい
うことを，装置設計や実験計画の運用に反映する必要があ
る．その考え方の一例は［24］に紹介されており，そうした
考察を生かせる．

新しいロードマップでは，「非平衡極限プラズマ全国共
同連携研究ネットワーク拠点を発展して」とある．極限的
プラズマ実験・研究を包含するpost-LHD計画へと展開す
ることにより，さらに豊かな研究成果が上がる．例えば，
乱流局在（これによってスカラー場と多種の軸性ベクト
ル場が結合する新たな可能性が生まれる［28］）を解明する
PLATO実験研究［29］，高エネルギー密度状態での乱流構
造形成を解明するレーザープラズマ研究等と魅力的な研究
テーマが生まれている［26］．また，実験室プラズマの研究
方法とオーロラプラズマの研究を統合し，スペースプラズ
マの位相空間へ実験研究を拡張する試みも成果を上げてお
り適用例は広がっている［30］．

高温プラズマで観測された現象にはいまだに多くの謎が
ある．実験が高度化するにつれて謎が深まったことも多

（d）	�核融合科学並びに広い自然科学にインパクトのある研
究になるか；

（e）	� 開発研究に波及効果が期待されるか；
というような観点を挙げることができる．
3．4．2　研究目的と設計

では，この枠組みを，post-LHD計画にどのように応用
することができるか，管見を述べよう．
3．4．2．1　研究目的

3．4．1項に挙げた（a）研究目的は，「超高温プラズマのミ
クロ集団現象，具体的にはプラズマの構造と発展を規定す
る位相空間構造を定量化し，位相空間物理に深化したプラ
ズマの総合的理解を提示する．」と謳われている．焦点は

　◦位相空間構造を定量化
　◦位相空間物理に深化
　◦プラズマの総合的理解

という三要素からなる．
幸いそれは大型プロジェクト作業部会により価値あるも

のとして認められている．
3．4．2．2　研究目的を具体的な装置設計に結びつける仮説

3．4．1項に挙げた（b），すなわち「目標を達成するにた
る具体的な設計を行うための仮説」には今回，いかなるも
のが採用されうるのか．

まず考えるべきは，ミクロ集団現象，すなわち位相空間
まで含めた集団現象を研究するために，位相空間の集団現
象ダイナミクスを観測できる実験能力の必要性である．そ
のためには，適切な計測器と位相空間集団現象観測が可能
になる条件を明確にしなければならない．その条件を知る
ためには，どの様な位相空間構造を対象とするか，対象の
的確な認識が必要となる．すなわち，対象となる位相空間
構造に関する仮説の認識が第一に重要となる．ちなみに，
研究対象となっている位相空間構造とは，

　◦分布関数と場の変動が場の変化を生み出す機構
　◦�分布関数と場の変動が分布関数の変化を生み出す機

構
その両者が結合した協働的過程が集団現象であり，それを
司るものである．

位相空間構造には多種多様なものがあり，それぞれに時
間・空間・速度の分解能を必要とする．集団現象を「モー
ド」として見るだけではなく「構造」を見るというような，
視点の拡大も求められる．補遺にいくつかの例を紹介して
おく．どの位相空間構造を対象とするか明示的に意識する
ことが大事である．（速度分布関数の非マクスウエル成分
を測ることは必要であるが，十分ではない．その非マクス
ウェル成分を規定する主過程が衝突緩和過程であれば，単
粒子の運動学の範疇であり「集団現象」には迫っていない．
また，分布関数の変化が場の変動をもたらす機序まで含む
協働的過程を実験研究することが謳われていることを理解
する必要がある．）

次に，物理法則を探求するために，どの物理量で特徴
付けるかという問題になる．この新計画は，ミクロ集団
現象が研究テーマになることから，特徴的なパラメータ
として，実空間の変数だけではなく，位相空間の特徴を
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チームを作り，LHDのプラズマ計画が一つの時代を画す
というメッセージを研究者世界に発信していただきたいと
思う．

LHD計画の学問的成果の大きさは，post-LHD計画の
支援となる．

4 ．まとめ
本稿は，LHD計画の歴史を振り返り咀嚼することで，

学術研究としての核融合科学や関連するプラズマ物理学等
のために未来をひらくきっかけにすることを目的としてい
る．その立場から，LHD計画の歴史について私見を述べ
た．

学術研究としての成功体験を抽出することができ，同時
に，広い学術界からの支持を失うことによりフロンティア
事業から外れてしまったことにもまた，歴史から学ぶべき
ことがある．これらを追体験することで，現在議論されて
いる新計画構想についてどのように取り組むかを考える知
恵が生まれる．

学術目的の明瞭化とその追求ということこそが計画の意
味を生み広い学術界からの支持をもたらし，核融合科学と
プラズマ物理学の未来を拓くことに繋がる．post-LHD計
画を実現する研究者コミュニティがLHDの歴史から学ぶ
ことは，この考え方であろう．
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補遺A　位相空間構造の例
本文や引用した報告書には「位相空間構造」という言葉

が度々出てくる．馴染みのない読者もおられると思うの
で，ごく一部であるが例を紹介しておく．

ここでは，位相空間構造を
◦�（速度まで含めた）分布関数と場の変動が場の変化を

生み出す機構
◦�分布関数と場の変動が分布関数の変化を生み出す機構

の協働過程並びにそれを司るプラズマの運動という意味で
用いている．

位相空間構造については，たとえば［32，33］にさまざま
な側面が紹介されている．大雑把に分ければ，コヒーレン
トな成分と，そうでない（incoherent）ものとがある．
A．1　コヒーレント成分

波動とコヒーレントなものが研究されてきている．ここで
波動というのは，分散関係を満たす変動成分を指している．
A．1．1　Vlasov方程式の線形解の例

最も単純な例は，Vlasov方程式の線形解であろう．た

く，その種類も増えている．位相空間構造に着目する研究
は謎に新たな解決をもたらすだろう．問題の発見が学問の
進歩の証であり，位相空間構造に着目する研究は新たな謎
を見出し，学問的研究をさらに豊かにすると期待される．

こうした奥行きを備えることにより，さらに計画の魅力
が増し，核融合科学やプラズマ物理学，そして広い学問分
野の研究者世界からの支持が増すと思う．
3．4．4　もう一つの体験から：説得相手と正統性

LHDの成功体験から学ぶという姿勢からは，3．4．1項に
挙げた（a）項が定まれば，（b）の研究目的を装置設計に結
びつける論点を特に明示的に構成し，研究潮流を駆動する
構想を作っていくこと，そして研究の奥行きを持つこと，
これらが新計画の成功の秘訣であろうと述べた．

同時にLHDの蹉跌から学ぶという観点からは，計画の
実現のために必要な要件があることがわかり，それを正統
性という言葉で表してみよう．正統性の要素として，ここ
では三要素を上げておく．

ⅰ �研究の意義（興味深さ，学問的開拓……）の自覚，
学会等での共有．これは研究者自らが付与するもの
である．

ⅱ �次に，目的の正統性が大型プロジェクト作業部会で
確認されたものであることから，3．4．1項の（a）-（d）
に及ぶ研究計画全体がロードマップ2023に準拠して
いることである．これは，広い学術界への正統性の
説明である．

ⅲ �さらに現実的な実行方法の正統性を確保する必要が
ある．核融合科学研究所の「今後の大型研究施設計
画の在り方についての提言」［31］というガイドライ
ンが敷かれている．

当該分野の研究者界の相互理解，大型プロジェクト作業
部会での確認をはじめとする学術界の受容，実施機関とし
ての責任，この三条件が揃っていることで計画は正統性を
明らかにすることができるだろう．
3．4．5　LHDプラズマ実験のGrand Finaleへ

2025年にLHDプラズマ実験は最終年度を迎える．今年
度の実験が最後となる．LHD計画としては実験終了後既
存の実験データをもとに研究することになるが，LHDプ
ラズマ実験のGrand Finaleについて一言述べる．

まず，今年度の実験計画については，どのようにすれば
次に説得力が出るのか，と言う視点が必須である．研究の
体系化・研究の未来開拓につながるものに重点を置いてい
ただきたいと思う．2025年の実験提案募集においてその
ような視点が重視されているので，その方針で成果が上が
ることを祈念する．

また，LHD計画の研究成果の科学的アセスメントをま
とめることも必須である．素晴らしい科学的成果が上がっ
たことについて研究遂行者自身がauthoritativeなまとめ
を作る必要がある．そこでは，広い学術界に通じるような
簡にして要を得たまとめを作る．理学の大型研究として
は，自然観が変わるとか，応用研究に革新を齎すとか，ユ
ニークで大きなインパクトを持つことを訴える必要があ
る．広い世界に強く訴える科学的展望を作ることができる
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		  －Δx≤x≤Δx
ft＝	 f 	 －Δy≤y≤Δy
		  －∆v‖≤（v‖－u‖）≤∆v‖）
	 0, otherwise� （A.4）

という，空間 2 次元・速度 1 次元の 3 次元空間の中にでき
る窪みが維持されるという例が示されている．こうした窪
みは，もし発生すれば，非線形成長する（この場合は成長
率が摂動振幅に比例）ことが理論的に予言されている［37］．
この場合に限らず，様々な位相空間構造が非線形成長の性
質を持つことが理論的に予言されている．

A．3　実際上の重要性
ここに紹介したのはほんの一例であるが，こうした位相

空間構造は，巨視的なプラズマの振る舞いに重要な役割を
果たしていると考えられる．

入門的レビューが［33］に示されているが，一，二の例を
紹介する．例えば，LHDで観測された高エネルギー粒子
駆動GAMの倍周期分岐［38］では，速度空間の変形を通じ
た結合過程が非線形不安定化機構になっていると解析さ
れている［39］．また，［37］の例では，box-hole型構造がプ
ラズマの中を動くことで輸送をもたらしていることが指摘
されている．さらに，ミクロ揺動による帯状流の励起に
おいては，E×B渦が実空間の中で傾き駆動力がうまれる
ことが知られている．その過程は（A.2），（A.3）式に定式化
されている．その状況では，実空間と速度空間の中にも渦
運動が起き，それが傾くことでマクロ・メゾスケールの運
動が生まれる．捕捉イオンの運動に着目し，ポロイダル流
とトロイダル流が転換することが理論的に指摘されている

［40］．（概念図を図A1に示す．）実際的に無視できない寄
与をしている．

⎧
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⎪⎪
⎩

˜
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⎪
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とえば

fk,ω＝－        Ek,ω 	�  （A.1）

は 1 次元伝播の波動の線形解の例であり，単純化された粒
子衝突の項を含んでいる．これは波数と周波数を伴い，観
測には時間・空間・速度の分解能を要求する．教科書に広
く紹介されているものの，実験で観測されているものが線
形波動に近いものである場合に限って有効である．
A．1．2　準粒子モデル
（A.1）式のように単純なものであっても，時間・空間・

速度の分解能の要求水準は高い．非線形シミュレーション
の結果の例には，分布関数に非常に細かな変形が発生する
実例も示され（その細かな変形の重要性も指摘されており）

［34］，そうなるとさらに高い分解能が要求される．
そこで，近似的に乱流揺動を準粒子とみなすモデルにつ

いて考えてみる．この場合，ある揺動の塊を準粒子として
粗視化する．そのため，このモデルが成り立つならば，時
空依存性が緩やかになる場合が出てくる．速度も，プラズ
マ粒子の速度ではなく，準粒子の速度で議論できる．適切
な状況を選べば，乱流揺動の微視的スケールに至らずと
も，準粒子のスケールで準粒子の位相空間を構成すること
ができる．粗視化という近似の範囲であるが，位相空間構
造を実験的に観測する可能性が広がる．

例えば乱流と帯状流からなる系を乱流の準粒子モデルで
表現すると（［13］の 4 章）

 VZF＝    d2k                 （k, r, t）VZF

� －γdamp［VZF］ （A.2）

Nq,Ω＝          � （A.3）

のように，準粒子の位相空間構造を用いて描くことができ
る［35］．（A.2），（A.3）式に現れる変数の詳細な定義は［13］
で確認いただきたいが，ここでは，Nは準粒子の分布関数，
速度vg などは準粒子のそれであり，帯状流場の周波数や
波数はΩとqで表示している．（A.1）式と（A.3）式の類似構
造が見て取れるであろう．

実際に準粒子モデルがどこまで良い近似となりうるのか
は実験で検証すべきことであるが，ミクロ揺動塊のメゾス
ケール電場の中での相互運動は基礎実験装置で観測されて
おり，例えば［36］に報告されている．すでにPLATO装置
で開発された方法［29］によって，大型装置において実験観
測することも可能であろう．

A．2　非コヒーレント成分
波動とコヒーレントでないものについて，理論的な研究

蓄積がある［32］．Granulation とか clump とか hole とか
いうような名前で呼ばれてきている．

例えば，box-hole型のものの例としては，一様磁場中で
平均密度勾配を持ったプラズマという単純な場合であるが，

i
（ω－kv＋i/τc）

q
m

∂〈 f〉
∂v

∂
∂t

˜ ' 1
B2

∂2

∂r2
krkθ

（1＋ρs k⊥）22 2
∂N

∂VZF ˜ '
˜ '

˜ '
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˜ ∂〈N〉
∂kr

図A1　�位相空間構造の一例．ドリフト周波数帯のミクロ揺動（小
さな渦運動を表示）から帯状流（電場ドリフト VEを示す）
が生まれる過程では，ポロイダル方向運動量の半径方向
への流束が生まれる．それは渦の実空間での傾きを契機
とする．一方，ミクロ揺動により捕捉イオンの運動は摂
動を受け，バナナ中心の小半径位置 rとトロイダルドリフ
ト速度 vζとが（r, vζ）面内で渦をなす（図右下細線）．帯状
流があればその位相空間内の渦も傾き（図右下太線），そ
の結果，トロイダル方向運動量の半径方向への流束が生
まれる．
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